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【資料】 

1. 保税蔵置場等の許可申請について 
2. 保税蔵置場許可申請書（C-3120）の記載要領 
3. 社内管理規程（CP=Compliance-Program）のひな型 
 
 
 
 
本ガイドラインは、初めて保税蔵置場の許可を受けようとする方が、許可申請手続を円滑に行う

ことができるよう、手続きの流れや許可要件、申請書類等のポイントをまとめたものです。 
 保税蔵置場において取り扱う貨物や業務内容により、手続きの内容が一部異なる場合がありま
すので、詳細はお近くの税関にお問い合わせください。 
 また、保税工場や保税展示場、総合保税地域の許可申請については、保税蔵置場と手続きの
内容が異なりますが、本ガイドラインを参考に許可申請手続を実施いただくことができます。 
 
円滑な許可申請手続や、許可後における適切な保税業務の実施に向けて、しっかりサポート

させていただきますので、ご不明な点があれば、お近くの税関までご相談ください︕ 
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1. 保税地域の概要 
（１）保税地域とは 

保税地域は、外国貨物（外国から到着した貨物で輸入許可前のもの、または輸出の許可を
受けた貨物）を税関の監督下に置くことにより、輸入許可前又は輸出許可後に貨物のすり替え
等が行われるリスクを低く抑え、 

・ 薬物・銃器等の社会悪物品の日本国内への流入の防止、テロ関連物品の輸出の防止 
・ 国内産業の保護を目的として課している関税などの徴収の確保 
・ 貿易の振興 

等への寄与を目的として設置されるものです。 
 
民間企業等の土地や施設等について、税関長から保税蔵置場等の許可を受けることにより、

外国貨物を置くことなどが可能となります（自社の貨物のみならず、被許可者等の責任のもと、
他社の貨物を取り扱うことなども可能です。）。 

 
保税地域の被許可者等は、保税地域にある外国貨物を、自己の責任により適切に管理する

必要があります。このため、保税地域の被許可者等には、貨物の搬出入や各種手続に関する帳
簿（保税台帳ともいいます。）を設けて、これを記載する(記帳義務)とともに、貨物管理につい
ての社内管理規定（CP=Compliance-Program）の整備等が必要となります。 

 
  ※ 本ガイドラインにおいて、被許可者等とは、保税蔵置場、保税工場若しくは保税展示場の 

被許可者又は、指定保税地域若しくは総合保税地域の貨物を管理する者をいいます。 

（２）保税地域の種類 

保税地域には、指定保税地域、保税蔵置場、保税工場、保税展示場、総合保税地域の 5
種類があり、その種類によって外国貨物の蔵置、加工、製造、展示、使用等が可能です。 

種類 主な機能 蔵置期間 設置の手続 

①指定保税地域 
(関税法第 37条) 

外国貨物の積卸し、運搬、一時蔵置 
 例）コンテナヤード 等 

１ヶ月 
財務大臣の 
指定 

②保税蔵置場 
(関税法第 42条) 

外国貨物の積卸し、運搬、蔵置 
 例）倉庫、上屋 等 

２年 
（延長可） 

税関長の 
許可 

③保税工場 
(関税法第 56条) 

外国貨物の加工、製造 
 例）造船所、製鉄所、製油所 等 

２年 
（延長可） 

税関長の 
許可 

④保税展示場 
(関税法第 62条の 2) 

外国貨物の展示、使用 
 例）博覧会、博物館 等 

税関長が必要
と認める期間 

税関長の 
許可 

⑤総合保税地域 
(関税法第 62条の 8) 

②～④の総合的機能 
 例）中部国際空港 等 

２年 
（延長可） 

税関長の 
許可 

【関税法第 29条】  
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2. 許可申請の流れ 
  

保税蔵置場の許可申請は、以下の①～③の流れで行われます。保税蔵置場の場合、申出・
相談をいただいてから許可までは、数ヶ月～１年程度かかるのが一般的ですが、申請内容や状
況に応じて異なります。特に初めて申請される企業の皆様は、スケジュールに余裕を持ったご相談
をお願いいたします。 

 
① 申請予定の申出・相談 

保税蔵置場等の新規許可を受けたい場合は、あらかじめ、申請予定地の所在地を管轄
している税関官署の保税担当部門へ相談してください。 

 
② 税関との相談・ヒアリング 

許可要件を満たしているかについて、複数回のヒアリング等を通じて確認します。具体的に
は、施設設備、役員・従業員の関税法令の理解度、貨物管理能力、許可申請書類等に
ついてお伺いします（申請内容や状況に応じて、お伺いする内容等が上記とは異なる場合
があります。）。 

 
③ 許可申請書類の提出 

申請予定地の所在地を管轄している税関官署の保税担当部門へ、新規許可申請関
係書類を提出してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般的な保税蔵置場の許可申請プロセス例 
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3. 許可要件 
（１）許可要件の概要 

以下のいずれかに該当する場合は、許可を受けることができない場合があります。 
1 申請者が、過去に、保税地域の許可を取り消されたことがある 

2 申請者が、過去に関税法等の規定に違反して罰則等の対象となったことがある 

3 申請者が、暴力団員等である 

4 申請者が、1～3 のいずれかに該当する者を役員とする法人である 
申請者が、1～3のいずれかに該当する者を代理人、支配人その他の主要な従業員
として使用している 

5 申請者が、暴力団員等によりその事業活動を支配されている 

6 申請者の資力が薄弱であり、保税地域許可手数料（P12参照）、亡失貨物に係
る関税等の経済的負担に耐えられない（人的要件） 

7 申請者に、保税蔵置場の業務を遂行するために十分な能力がない（人的要件） 

8 許可を受けようとする場所の位置や設備が保税蔵置場として不適当 
（場所的要件、施設的要件） 

9 保税蔵置場としての利用の見込み、価値が少ない（量的要件） 
【関税法第 43条】 

 
 

（２）具体的な許可要件 

（１）の 6～9 に規定する事項は、以下の要件を満たす必要があります。 
【関税法基本通達 43-1】 

 
① 人的要件 

申請に係る保税蔵置場の蔵置貨物の種類及び貨物取扱量並びにこれらに応じた業務
内容から判定し、申請者が、以下の要件※を備える者であること 
・ 次に掲げる知識及び能力を十分に有すると認められる者 

① 保税蔵置場の業務を行う上で必要な法令等についての知識 
② 確実な記帳（帳簿の保存を含む。）を行うことができる能力 
③ 法令等に基づき、外国貨物等について搬入、蔵置、取扱い、搬出の各段階

における業務を適正に処理すること及び税関手続を適正に履行することがで
きる能力 

④ 社内管理規定（CP）に基づき、保税地域における貨物の亡失等を防止
し、外国貨物の適切な保全を図るための体制、業務手順、手続等を確保で
きる能力 
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・ 許可手数料、亡失貨物に係る関税等の経済的負担に耐え得る資力があると認め
られる者 
（事業報告書等から、繰越欠損金の有無等を確認させていただく場合があります。） 
 

※  保税蔵置場において取り扱う貨物の種類や取扱量、業務内容に応じ、ヒアリング
や実地調査、社内管理規定（CP）、保税業務経験の有無等を総合的に勘案し、
これらの要件を確認します。 
 
法令等の知識については、例えば、税関から保税制度に関する関税法の内容に

ついての質問をさせていただくなどの形式により確認します。 
なお、通販貨物を取扱う保税蔵置場においては、業務に携わる貨物管理責任者

以外の従業員からも聴取等を行い確認します。 
■質問例 
・ 帳簿に記載する必要がある事項は何でしょうか。また、記載のタイミングはいつで

しょうか。 
・ 貨物の搬出入の際に異状があった場合、税関に連絡することになっていますが、

具体的にどのようなときに連絡する必要があるでしょうか。 
・ 関税法等に違反した場合、どのような行政処分があるでしょうか。また、違反とな

るのは、どのような行為でしょうか。 
・ 保税地域の範囲を変更する場合には、どのような手続きが必要になるでしょう

か。 
 

また、社内管理規定（CP）の整備に際して、保税蔵置場において取り扱う貨物
や業務内容に応じた貨物の搬出入等（P13参照）の業務手順の整理をお願いす
る場合があります。様式は任意ですが、例えば、 

・ 社内管理規定（CP）の本文に記載 
・ 社内管理規定（CP）の別紙として業務手順書を作成 

等の方法により整理いただくことが考えられます。 
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② 場所的要件 

管轄官署からの路程に応じ、以下の要件を満たす施設であること 
管轄官署からの路程 要件 

～25km 特になし 

25km～概ね100km 
施設の所在地や周辺の交通施設（道路、港湾、航空等）が整
備されていること 

上記以外 

以下の施設のうち、蔵置施設や貨物の種類、地域の国際化・活性
化の観点等から、上記以外の路程に立地することがやむを得ないと
認められること 

・ 特殊な保管施設が必要な貨物のみを蔵置する施設 
・ 輸出貨物のみを蔵置する施設 
・ 蔵入承認（３ヶ月を超えて置くことの承認）をあらかじめ

受けた貨物のみを置く施設 
 
 
 
③ 施設的要件 

社内管理規定（CP）に基づき、保税地域における貨物の亡失等を防止し、外国貨物
の適切な保全を図るための体制ができる施設であること 
また、保税蔵置場の形態により、原則として以下の措置が講じられていること 

保税蔵置場の形態 措置 

野積場等の土地 
・ 外部から容易に侵入できないようなしょう壁、フェンス等の設置 
・ 適度な照度を確保できるような照明装置の設置 
・ 出入り口における施錠可能なゲート等の設置 

倉庫等の貨物を蔵置
する施設 

・ 外部から不審者等が容易に侵入できないよう、出入口、窓、
その他の侵入が可能な部分についての施錠等 

 
 
 
④ 量的要件 

許可を受けようとする期間内に輸出入貨物の取扱見込みが複数回あること 
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（３）許可の際に付する条件 

保税蔵置場の許可に際しては、以下の条件が付されることとなります。 
1 蔵置貨物の種類を変更する必要が生じた場合にはあらかじめ税関長に届け出ること 

2 保税蔵置場の名称、所在地、支配人その他の主要な従業員、法人の商号、法人
の役員に変更があった場合には遅滞なく税関長に届け出ること 

3 保税蔵置場の蔵置貨物に関する帳簿を、記載すべき事項が生じた日から起算して
2 年を経過する日までの間（その間に当該帳簿について保税業務検査を受けた場
合にあっては、当該保税業務検査を受けた日までの間）保存すること 

4 関税法第 43 条第３号～第７号（＝(1)の１～５に規定する事項）（P4 参
照）に該当することとなった場合には直ちに届け出ること 

5 関税法第 43 条の 3 第 1 項の規定により蔵入承認（３ヶ月を超えて置くことの承
認）をあらかじめ受けた貨物のみを置く施設については、搬入する外国貨物について
あらかじめ蔵入承認を受けなければならないこと 

6 内部監査人による評価･監査を、原則として毎年実施し、当該評価・監査の都度、
その結果を税関に提出すること 

7 蔵置貨物の種類の変更、貨物取扱量の増減、貨物の収容能力の増減又は周辺
状況の変化等に応じ、適正な貨物管理体制及び税関手続の履行を確保するととも
に、保税蔵置場における貨物の亡失等を防止し、外国貨物の適切な保全を図るた
め、適時、社内管理規定の見直し等の必要な措置を講じること 

8 関税法令違反が疑われる事象が起きた場合には直ちに税関に報告すること 
【関税法基本通達 42-11】 
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4. 許可申請書類 
（１）許可申請書類の概要 

許可申請に必要な基本的な書類は、以下の通りです。申請書類は、申請内容や状況に応じ
て異なる場合がありますので、詳細は、各税関とのヒアリングにおいてご相談ください。 

① 保税蔵置場許可申請書（税関様式 C第 3120号） 

② 会社概要（パンフレット等） 

③ 事業報告書 

④ 申請場所付近の見取図、図面 

⑤ 登記事項証明書 ※省略可能 

⑥ 定款の写し 

⑦ 貨物取扱利用見込み表 

⑧ 貨物の保管規則、保管料率表 

⑨ 支配人その他主要な従業員及び役員の履歴書 

⑩ 業務委託契約書の写し 

⑪ 賃貸借契約書の写し 

⑫ 委任状 

⑬ 誓約書 

⑭ 貨物管理に関する社内管理規定（CP=Compliance-Program） 
【関税法施行令第 35条第１項、第２項、関税法基本通達 42-7、42-8】 

 
 

（２）具体的な許可申請書類の内容 

① 保税蔵置場許可申請書（税関様式 C第 3120号） 
▶ 資料編に掲載している記載要領を参考に記載をお願いいたします。 

 
② 会社概要（パンフレット等） 

 
③ 事業報告書 

▶ 直近事業年度１～３年分程度の提出をお願いいたします。 
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④ 申請場所付近の見取図、図面 
▶ 見取り図は、管轄官署からの交通経路や、申請場所の周辺の状況（フェンスや施錠  
箇所等）が分かるものをご提出ください。 
図面は、保税蔵置場となる部分を  

識別できるように表記（赤枠で囲む 
等）してください。また、建築基準法に 
基づき、建物や施設ごとに各辺の長さ  
を記載の上、余白等に延べ面積の求 
積計算を記載してください。 

【関税法基本通達 42-14】 
 

⑤ 登記事項証明書 
▶ 会社・法人の登記事項証明書の提出が必要です。ただし、税関が登記情報連携シス
テムを使用して登記情報を入手できる場合には、省略することが可能です。 

 
⑥ 定款の写し 

 
⑦ 貨物取扱利用見込み表 

 
⑧ 貨物の保管規則、保管料率表 

▶ 営業用の保税蔵置場の場合（他社の貨物を取り扱う場合等）に、提出が必要です。 
 

⑨ 支配人その他主要な従業員及び役員の履歴書等 
▶ 「支配人主要な従業員」は、支配人、支配人に準ずる地位にある者、これらの者を直
接補佐する職にある者（社内管理規定（CP）に規定する各責任者）が該当します。 

  これらの者の履歴書のほか、氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別を入力した CSV 形
式のデータの提出が必要です。 
 

⑩ 業務委託契約書の写し 
▶ 貨物管理の一部を業務委託する場合に、提出が必要です。なお、保税業務を委託す
る場合は、以下の要件を満たす必要があります。    
・ 貨物の受寄託契約が、被許可者によって締結されること。 
・ 社内管理規定（CP）に規定する各責任者や内部監査人が被許可者の従業員

であること。これらの者が保税業務に実質的に関与し、責任を全うできる体制にある
こと。 

・ 被許可者が行うこととされている税関手続が、当該保税蔵置場の被許可者の名に
より行われること。 

【関税法基本通達 34 の 2-11】 
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⑪ 賃貸借契約書の写し 
▶ 土地や建物を賃貸借している場合に、提出が必要です。 

 
⑫ 委任状 

▶ 許可後の保税業務の手続きを主要な従業員等に委任する場合に、提出が必要です。 
 
⑬ 誓約書 

▶ 申請者、役員、主要な従業員について、関税法第 43 条第１号～第４号、第６号
（第５号に係るものを除く）（＝３．（１）許可要件の概要の 1,2,4,5）に規定す
る事項に該当しないことを誓約する資料として、提出が必要です。 
 

⑭ 貨物管理に関する社内管理規定（CP=Compliance-Program） 
▶ 保税地域にある貨物を、自己の責任により適切に管理するため、次に掲げる基本項目
を参考とした社内管理規定（CP=Compliance-Program）を整備していただく必要
があります。（資料編に、社内管理規定（CP）のひな型を掲載） 

■社内管理規定（CP）の基本項目  
i) 社内管理規定の目的  
ii) 社内管理責任体制の整備 
責任体制の明確化のため、具体的業務内容と責任者についての規定を整備（総合責任

者、貨物管理責任者、顧客（荷主）責任者、委託関係責任者）  
iii) 貨物管理手続体制の整備 
貨物の搬出入に係る確実な記帳や、搬入・蔵置・取扱い・搬出の各段階における管理手

続等についての規定を整備（搬入・搬出管理、蔵置管理、貨物取扱い等管理、顧客（荷
主）管理、記帳・記録）  
iv) 貨物の保全のための体制整備 
保税地域への人または貨物の出入りのチェック体制、巡回警備等の体制を整備  

v) 税関への通報体制の整備 
不審貨物、不審人物等について税関へ通報するための体制を整備  

vi) 教育訓練についての体制の整備 
役員・従業員（受託企業含む）に対する、社内管理規定や関係法令、税関周知事項

等に関する教育・訓練のための体制を整備  
vii) 評価・監査制度の整備 
内部監査人による定期的評価・監査制度を制定し、社内管理規定の実効性の評価改善

のための勧告を行う体制の整備  
viii) その他留意事項 
懲戒規定等の整備 

【関税法基本通達 34 の 2-9】 
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▶  通販貨物を蔵置する保税蔵置場※については、搬入から搬出までの各段階 
における業務の処理及び税関手続の履行が大量の貨物に対して同時期に集中
して行われることを勘案して、上記の基本項目のほか、これらを適正に行うための
手順、体制及び設備について詳細に規定していただく必要があります。 

■通販貨物を蔵置する保税蔵置場において特に規定する必要のある項目 

i) 通販貨物の状況及び具体的な蔵置場所について適時に把握するための手順等 

ii) 通販貨物に係る貨物の取扱い（通関業者等が実施するものを含む。）を適正に行うた
めの手順等 

iii) 税関による保税運送貨物の検査、施封及び発送時又は到着時の確認並びに輸入貨
物の検査及び貨物確認に対応するための手順等 

iv) 貨物の取扱い又は検査等により通販貨物に異常が確認された場合において、当該貨
物の亡失等を防止し、適切な保全を図るための手順等及び当該貨物と他の貨物とが
混合することのないように区分して蔵置するための手順等 

 
【関税法基本通達 42-18】 

     ※ 以下の保税蔵置場は除きます。 
• 外国貿易船から船卸しし又は外国貿易機から取卸しした貨物が直接搬入される保

税蔵置場 
• 関税法第50条第１項に規定する届出に係る場所 
• 通販貨物の取扱量並びに保税蔵置場の業務を行う上で必要な知識及び能力を

総合的に勘案し、詳細な手順等を定める必要がないと認められる保税蔵置場 
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5. 許可後における留意事項や貨物の取扱い等 
（１）留意事項 

① 保税地域許可手数料 
保税蔵置場の面積等に応じ、毎月、税関に一定額の手数料の納付が必要となります。 

面積 手数料の額（円/月） 

500㎡未満 9,500 

500㎡～1,000㎡未満 12,200 

1,000㎡～2,000㎡未満 16,400 

2,000㎡～3,500㎡未満 21,800 

3,500㎡～7,000㎡未満 27,300 

7,000㎡～15,000㎡未満 32,800 

15,000㎡～25,000㎡未満 42,100 

25,000㎡～35,000㎡未満 54,800 

35,000㎡～50,000㎡未満 63,300 

50,000㎡～70,000㎡未満 76,000 

70,000㎡～ 88,700 
【関税法第 100条、税関関係手数料令第２条】 

 
② 亡失した場合の関税の納付義務 

保税蔵置場にある外国貨物が亡失した際は、被許可者が関税納付義務を負うこととな
ります。ただし、災害等により亡失した場合は納付の対象とはなりません。 

【関税法第 45条】 
 
③ 保税業務検査・取締り 

貨物が適切に管理されているか確認するため、税関が、帳簿の記載内容や貨物管理体
制等に係る検査、貨物の立会確認等の取締りを実施する場合があります。 

【関税法第 105条】 
 
④ 処分 

保税業務検査等により非違（記帳義務違反等の違反行為）の事実が判明した場合、
非違の程度に応じた処分（保税蔵置場の許可取消、貨物の搬入停止）を行う場合があ
りますので、日頃より、適切な貨物管理を心がけていただくようお願いします。 

【関税法第 48条、関税法基本通達 48-1】 
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（２）貨物の取扱い等 

① 記帳義務 
被許可者は、自己の責任により外国貨物を管理し、帳簿を設けて所要の事項を記載す

る必要があります。帳簿は、書面に限定されず、電磁的に保存することもできるほか、所要の
事項を記載したものであれば、営業用の帳簿や保管カード等を転用することができます。 
なお、社内管理規定（CP）には、帳簿の概要（保存方法を含む。）を規定します。 

【関税法第 34条の 2、関税法施行令第 29条の 2、関税法基本通達 34 の 2-3、34の 2-4】 
 
② 貨物の搬出入等 

貨物の搬出入や蔵置にあたっては、社内管理規定（CP）を踏まえつつ、 
・ 搬出入時における、貨物と書類の対査確認 
・ 貨物や書類に異常等があった場合の税関への連絡 
・ 外国貨物や輸出しようとする貨物への品名、数量、年月日等の表示、内国貨物と

の区分蔵置 
・ 見本の持ち出し、廃棄・滅却、蔵入（３ヶ月を超えて蔵置）、保税運送等に関す

る税関への申請をはじめとする各種手続 
・ 貨物の搬出入や各種手続を実施した際の帳簿への記載 
等を適切に実施する必要があります。なお、各種手続は、NACCS（輸出入・港湾関
連情報処理システム）を利用して実施することができます。 

【関税法基本通達 34 の 2-1、34 の 2-6等】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

保税蔵置場における輸入貨物の手続きの流れ（イメージ） 



保税蔵置場等の許可申請について

※ 保税蔵置場等の許可申請についての関係法令や通達等は、以下のURLを参照ください。
https://www.customs.go.jp/kaisei/hourei.htm

資料１

https://www.customs.go.jp/kaisei/hourei.htm


種類 主な機能 蔵置期間 設置の手続
①指定保税地域
(関税法第37条)

外国貨物の積卸し、運搬、一時蔵置
例）コンテナヤード 等 １ヶ月 財務大臣の

指定
②保税蔵置場
(関税法第42条)

外国貨物の積卸し、運搬、蔵置
例）倉庫、上屋 等

２年
（延長可）

税関長の
許可

③保税工場
(関税法第56条)

外国貨物の加工、製造
例）造船所、製鉄所、製油所 等

２年
（延長可）

税関長の
許可

④保税展示場
(関税法第62条の2)

外国貨物の展示、使用
例）博覧会、博物館 等

税関長が必要
と認める期間

税関長の
許可

⑤総合保税地域
(関税法第62条の8)

②～④の総合的機能
例）中部国際空港 等

２年
（延長可）

税関長の
許可

保税制度について

■保税地域の種類と主な機能

秩序ある貿易の維持、関税などの徴収の確保

貿易の振興など

保税地域に外国貨物が置かれている間は、当該貨
物の関税等の徴収が留保されるため、関税等未納
の状態を利用して、外国貨物の蔵置、加工・製造、
展示等の行為をすることが可能。

■保税地域のイメージ

⃝ 外国から到着した貨物で輸入許可前のもの、又は輸出の許可を受けた貨物は、関税法上「外国貨物」とされ、税関長に
より外国貨物を置くこと等ができる場所として許可等された場所である保税地域以外の場所に置くことができない。
（関税法第30条第１項）

保税制度は、貨物を税関の監督下に置くことにより、輸入許可前又は輸出許可後に貨物のすり替え等が行われるリスク
を低く抑え、薬物・銃器等の社会悪物品の日本国内への流入の防止やテロ関連物品の輸出の防止、国内産業の保
護を目的として課している関税などの徴収の確保を図るとともに、貿易の振興などへの寄与を目的とするもの。

港湾・空港
輸出

輸入

内国貨物

保税地域

外国貨物税関の審査・検査を受け、関税等を納付することに
より保税地域から外国貨物を出すことが可能。
(社会悪物品の水際取締、関税などの徴収の確保)

関税等の納付・輸入許可

輸出許可
■保税制度の目的

1



保税蔵置場における貨物管理イメージ

保税蔵置場
への搬入

税関

※輸出入や保税運送(外国貨物のまま他の保
税地域等に運送)を行う際は、それらに応じた
税関の許可・承認が必要

保税蔵置場

保税蔵置場の被許可者（倉主）

※上記の他、見本の持ち出し、外国貨物の廃棄・滅却、外国貨物の３ヶ月以上の蔵置、保税蔵置場の改築等が発生する場合は税関への申請・届出等が必要。
また、保税蔵置場にある外国貨物が亡失した際は、保税蔵置場の被許可者が関税納付義務を負う。

【保税蔵置場の許可】
• 税関において、
 ✓人的要件（例：外国貨物等の保管業務の業務処理能力）
 ✓場所的要件（例：税関官署からの距離）
 ✓施設的要件（例：出入口等への施錠）
 ✓量的要件（例：輸出入貨物取扱見込量）
   等の観点から、確認・審査を行う。

【保税業務検査や保税取締りの実施】
• 税関は、適正な貨物管理等を目的とし、貨物管理手続
き体制や記帳内容等に係る保税業務検査、貨物の立
会確認や情報収集等の保税取締りを実施する。

• 検査等により非違（法の規定に違反する行為）の事
実が判明した場合、非違の程度に応じた処分（保税蔵
置場の許可取消、貨物の搬入停止）を行う。

保税蔵置場
からの搬出

【適切な貨物管理】
• 貨物の搬出入や各種手続についての帳簿の備付(記帳義務)、
貨物管理についての社内管理規程（CP=Compliance-
Program）の整備等により、倉主が自己の責任で貨物を適正
に管理。(自主管理方式)

【保税蔵置場における貨物の取扱い】
• 保税蔵置場の貨物は、①内容の点検、改装、
仕分け等、②見本の展示、簡単な加工等

 が可能。
（②は税関長の許可が必要）
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保税蔵置場等の許可申請について

①申請予定の申出・相談
保税蔵置場等の許可を受けたい場合は、あらかじめ、申請予定
地の所在地を管轄している税関官署の保税担当部門へ相談し
てください。

※ 上記の流れは一例であり、申請内容や状況に応じて、お伺いする内容等が上記とは異なる場合があります。
※ 保税蔵置場の場合、申出・相談をいただいてから許可までは、一般的に数ヶ月～１年程度かかります（申請内容や状況に応じて異なります。

特に初めて申請される企業の皆様は、スケジュールに余裕を持ったご相談をお願い致します）。
※ 保税工場・保税展示場・総合保税地域や、保税蔵置場等の一種である保税売店についても、大まかな流れは上記と同様です。

■保税蔵置場等の許可
⇒ 民間企業等の土地や施設等について、税関長から保税蔵置場・保税工場・
保税展示場・総合保税地域の許可を受けることにより、外国貨物（外国から
到着した輸入手続未済の貨物等）の取扱いが可能となります。

■保税蔵置場等の許可申請の流れ（一例）

②税関との相談・ヒアリング

③許可申請書類の提出

許可要件を満たしているかについて、複数回のヒアリング等を通じ
て確認します。具体的には、施設設備、役員・従業員の関税法
令の理解度、貨物管理能力、許可申請書類等についてお伺い
します。

申請予定地の所在地を管轄している税関官署の保税担当部
門へ、許可申請書類を提出してください。
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一般的な保税蔵置場の許可申請プロセス例

※ 上記の流れは一例であり、申請内容や状況に応じて、お伺いする内容やプロセス等が上記とは異なる場合があります。
※ 保税蔵置場の場合、申出・相談をいただいてから許可までは、一般的に数ヶ月～１年程度かかります（申請内容や状況に応じて異なります。

特に初めて申請される企業の皆様は、スケジュールに余裕を持ったご相談をお願い致します）。
※ 保税工場・保税展示場・総合保税地域や、保税蔵置場等の一種である保税売店についても、大まかな流れは上記と同様ですが、関係法

令や通達等に基づき確認する事項が異なるため、一般的な保税蔵置場に加えて許可までの期間が長くなる場合があります。

• 各種手続きに関する
審査等

• 保税業務検査や保
税取締りの実施

• 保税制度の趣旨、
目的、必要事項の
説明

• 社内検討

• 許可要件への適合の確認
• 貨物管理体制の確認

• 適正な貨物管理の
実施（関係法令や
CP等の遵守）

• 定期的な教育、訓練
や内部監査

• 申請書及び関係書類の作成
• 社内管理規定（CP）に基づく
貨物管理体制の整備

• 社内教育、訓練の実施
※業務手順の確認を含む

• 申請書及び
関係書類の
提出

• 書類の受理、
審査

• 許可書の交付

不備があれば再検討

4

許可後面談
（初回）

面談（２回目以降）、
電話・メール等による調整 実地調査

数ヶ月～１年程度（目安）

※許可の期間は6年を超えない範囲（更新可）
新規許可等の場合は原則３年を超えない範囲

・ ・ ・ ・ ・ ・
申請

保税蔵置場
許可



保税蔵置場等の許可にあたって
■保税蔵置場等の主な許可要件（関税法基本通達43-1等）
人的要件
・ 保税蔵置場の業務遂行に十分な能力を有していること（資力、法令等の知識、記帳能力、保管業務に関する能力等）
・ 一定期間法令違反で処分を受けていないこと（関税法第43条） 等
場所的要件
・ 管轄税関官署から遠い場所でないこと
（原則25㎞以内、交通施設が整備されている場合はおおむね100㎞以内）

施設的要件
・ 貨物の適切な保全ができる施設であること（フェンスの設置、施錠等）
量的要件
・ 許可を受けようとする期間内に貨物の取扱見込みが複数回あること

■許可後における留意事項等
 保税地域許可手数料
・ 被許可者は、保税蔵置場の種類や面積に応じ、毎月、税関に一定額の手数料の納付が必要。
（例：500㎡未満は9,500円、500㎡～1,000㎡未満は12,200円）

 亡失した場合の関税納付義務
・ 保税蔵置場にある外国貨物が亡失した際は、保税蔵置場の被許可者が関税納付義務を負う。
 記帳義務
・ 被許可者は、自己の責任により外国貨物を管理し、帳簿を設けて所要の事項を記載。
 各種手続きの実施
・ 見本の持ち出し、外国貨物の廃棄・滅却、外国貨物の３ヶ月以上の蔵置、保税蔵置場の改築・移転等が発生する場
合は税関への申請・届出等が必要。また、許可期間を更新する場合、許可期間満了までに更新できるよう申請が必要。

※一部の保税蔵置場等については別途貨物管理等に関する規定があります。
①保税売店：関税法基本通達42-15,42-16 ②アート関係等の保税蔵置場：同通達42-17 ③通販貨物を蔵置する保税蔵置場：同通達42-18
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業務手順の確認について

貨物の流れ
関係書類及び業務の流れ 処理要領

※はNACCSにおいて行う業務
留意事項

※はNACCSにおいて行う業務部外 営業 倉庫事務所 倉庫現場

①貨物搬入前

②搬入受付
③搬入

④取扱

⑤搬出

※ NACCS 登録業務の各項目の入力は、速
やかにかつ正確に入力すること

• 荷捌明細書等と対査しながら船卸票等搬
入関係書類の内容を確認する。

• コンテナ№シール№を確認する。
• 搬入関係書類と搬入貨物を対査確認する。
＜チェック項目＞
 記号・番号・品名・数量
 荷姿・リマーク・B/L №
※ 搬入確認登録
※ システム外搬入確認入力

• 税関において受理又は許可されているこ
とを確認すること。

• 必ず担当者が立会う。
※ 取扱内容に応じて登録を行う。 

• 搬出関係書類等との対査確認を行う。
※ システムにおいては、「輸入許可貨物情

報」等と貨物を対査し、搬出を認める。
• 提示された書類に認印を押し、自己の責

任において搬出を認める。
※ 搬出確認登録（OLT 貨物）
※ NACCS 配信管理資料を保存

• 外国貨物と内国貨物の区分を明確にし
ておくこと。

• 税関の立会いがある場合は、税関の指
示に従う。品名の相違、数量の過不足、
重大な損傷又はこれに準ずる異常、麻
薬、覚醒剤、銃砲刀剣類を発見し、又
はその疑いを認めたときは、直ちに貨
物管理責任者を通じて税関に連絡する。

• 保税台帳は原則として２年間保存する。
• 荷主自ら又は荷主が立会って行う場合

は税関に連絡すること。

• 提示された書類あるいは当該貨物との
相違を発見したときは直ちに貨物管理
責任者を通じて税関に連絡する。

• 搬出関係書類（許可書等）は原則として
６月間保存する。

※ ただし、システム配信管理資料を保税
台帳としている場合は、書類の保存は
要しない（但し、貨物情報がない場合を
除く）。

B/Lコピー
インボイス等

B/Lコピー等 B/Lコピー等

（荷主等）

B/Lコピー
マニフェスト等

（船社）

荷捌依頼書 荷捌依頼書

荷捌明細書
作業予定表

荷捌依頼書

搬入準備
蔵置場所選定
作業予定表
作業手配

船卸票
保税運送承認書

（荷主等）

船卸票等

バン出し
仕分・検数
事故品処理
蔵置
手仕舞

差し札作成 差し札貼付

貨物取扱許可書等
取扱依頼

（荷主等）
簡単な加工等

作業手配書

保税台帳記帳

検品・仕分等

輸入許可書
保税運送承認

（通関業者等）
保税台帳記帳

出庫伝票

保税台帳記帳

搬出作業

※ 保税蔵置場等の許可要件のうち、「人的要件」として、保税地域における貨物の亡失等を防止し、外国貨物の適正な保全を図る観点から、
業務手順についての確認をさせていただくこととしています。

※ 上記は一例であり、具体的な記載内容については、申請内容や状況に応じて異なりますので、各税関とのヒアリングにおいてご相談下さい。ま
た、確認にあたっての様式等は任意であり、業務手順書を作成いただくことの他、貨物管理に関する社内管理規定（CP）において業務手
順を記載いただく等の方法があります。

■業務手順書を作成する場合の例
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保税蔵置場における輸入貨物の手続きの流れ（イメージ）

①搬入

見本持出
許可

保税運送
承認

台帳記帳

保税蔵置場

③-1
国内引取

台帳記帳

②-3
外国貨物を見本として
一時持ち出す場合

③-2
海外へ積戻し

輸入許可

廃棄届 or
滅却承認

台帳記帳

②-4
外国貨物を廃棄・
滅却する場合

台帳記帳

外国貨物に亡失があった場合は
税関に届出（関税の納付）

亡失届外国
貨物

積戻し
許可

外国貨物

内国貨物

②-１
内容の点検、改装、
仕分け等

②-2
見本の展示、
簡単な加工等

貨物取扱い
許可

台帳記帳

内国貨物と混合することのな
いよう、品名、数量、年月日
等の表示をつけて区分蔵置

貨物の搬出入時には、貨物と
書類の対査確認や、異常等
があった場合の税関への連絡
を適切に実施

7

３ヶ月を超えて置こうとする
場合は税関に承認申請

蔵入承認

台帳記帳

台帳記帳



【参考】保税工場における手続きの流れ（イメージ）
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外貨原料

その他の内貨原料

原料置場

①搬入

見本持出
許可

保税作業に使用できる原料は
• 直接原料
• 消耗的補助原料
（数量が把握できるもの）

保税作業
終了届

④-2
保税作業終了の
都度税関に届出

保税運送
承認

台帳記帳

③保税作業

②原料投入 保税工場
外貨製品

内貨製品

製品置場

④作業終了

⑤積戻出荷
台帳記帳

③-2
外貨原料や外貨製品
等を分析等のため一時
持ち出す場合

⑤-2
国内引取の場合

輸入許可

台帳記帳各製造工程で貨物管理

※ 製造工程で発生する
仕掛品や製造ロス等
を作業単位で管理

廃棄届
or
滅却承認

台帳記帳

台帳記帳

外貨と内貨、搬入
（移入承認）日
の異なる外貨ごとに
区分蔵置

②-2
内外貨混合
使用する場合

内外貨
混合使用
承認

③-3
保税工場外作業
がある場合

保税工場外
保税作業
許可

台帳記帳

台帳記帳

原料投入ごとに、どの貨物を、
どれだけ使用したか等について
把握・管理

③-4
外国貨物を廃棄、
滅却する場合

台帳記帳

外貨と内貨を区分蔵置

※ 保税作業でできた製品は原則
外貨。ただし、内外貨混合使用
によりできた製品については、製
造終了の都度外貨製品と内貨
製品を速やかに特定。

外国貨物に亡失があった場合は税関に届出
（関税の納付）

外貨
原料

亡失届

歩留りが設定されている
場合の計算方法は

外貨原料×歩留り率
＝製品出来高

「指定保税工場」の場合、都度
の終了届は不要（毎月の報告
書提出により代替）

外国貨物
加工製造等
報告書

「指定保税工場」で総量管理の適用
を受けた場合、区分蔵置や各製造
工程での貨物管理等が不要となる
他、簡易な数量管理が可能となる。

移入承認

外貨
製品

積戻し
許可

※ 搬入前に取得
することも可能



保税蔵置場の許可申請書類例

※ 上記の書類は一例であり、申請内容や状況に応じて異なる場合がありますので、税関にご相談ください。
※ 保税工場・保税展示場・総合保税地域や、保税売店（保税蔵置場等の一種）については、上記に加えて別途書類が必要となる場合が

あります。

提出書類・添付書類 備考
1 保税蔵置場許可申請書（税関様式C第3120号）
2 会社概要（パンフレット等） パンフレット等の資料
3 事業報告書（法人） 直近事業年度１～３年分程度
4 申請場所付近の見取図、図面
5 登記事項証明書（法人）

住民票（個人）
登記事項証明書は、税関が登記情報連携システムを使
用して登記情報を入手できる場合には省略可能

6 定款の写し（法人）
7 貨物取扱利用見込み表
8 貨物の保管規則、保管料率表 営業用の保税蔵置場の場合
9 支配人その他主要な従業員及び役員の履歴書 氏名、生年月日、性別を入力したCSVデータも提出
10 業務委託契約書の写し 貨物管理の一部を業務委託する場合
11 賃貸借契約書の写し 土地や建物を賃貸借している場合
12 委任状 許可後の保税業務の手続きを主要な従業員等に委任

する場合
13 誓約書 申請者並びに役員及び主要な従業者について、関税法

第43条第１号～第４号、第６号（第５号に係るもの
を除く）に掲げる事項に該当しないことを誓約する資料

14 貨物管理に関する社内管理規定
（CP=Compliance-Program）

9

https://www.customs.go.jp/kaisei/youshiki/form_C.htm


貨物管理に関する社内管理規定
■社内管理規定の整備について（関税法基本通達34の2-９）

⇒ 保税地域における貨物管理について、次に掲げる基本項目を参考とした社内
管理規定（CP=Compliance-Program）を整備する必要があります。

（１）社内管理規定の目的
（２）社内管理責任体制の整備

⇒ 責任体制の明確化のため、具体的業務内容と責任者についての規定を整備（総合責任者、貨物管理
責任者、顧客（荷主）責任者、委託関係責任者）

（３）貨物管理手続き体制の整備
⇒ 貨物の搬出入に係る確実な記帳や、搬入・蔵置・取扱い・搬出の各段階における管理手続き等についての
規定を整備（搬入・搬出管理、蔵置管理、貨物取扱い等管理、顧客（荷主）管理、記帳・記録）

（４）貨物の保全のための体制整備
⇒ 保税地域への人または貨物の出入りのチェック体制、巡回警備等の体制を整備

（５）税関への通報体制の整備
⇒ 不審貨物、不審人物等について税関へ通報するための体制を整備

（６）教育訓練についての体制の整備
⇒ 役員・従業員（受託企業含む）に対する、社内管理規定や関係法令、税関周知事項等に関する教育・
訓練のための体制を整備

（７）評価・監査制度の整備
⇒ 内部監査人による定期的評価・監査制度を制定し、社内管理規定の実効性の評価改善のための勧告を
行う体制の整備

（８）その他留意事項
⇒ 懲戒規定等の整備

10※通販貨物を蔵置する保税蔵置場については、上記のほか、関税法基本通達42-18に規定する項目を整備する必要があります。

https://www.customs.go.jp/kaisei/hourei.htm#tsutatsu


沖縄地区税関
TEL：098-862-9814
（保税地域監督官部門）

函館税関
TEL：0138-40-4275
（保税地域監督官部門）

東京税関
TEL：03-3599-6422

（保税総括部門）

横浜税関
TEL：045-212-6122

（保税許可部門）名古屋税関
TEL：052-654-4092
（保税総括許可部門）

大阪税関
TEL：06-6576-3219

（保税総括部門）

神戸税関
TEL：078-333-3177

（保税許可部門）門司税関
TEL：050-3530-8387
（保税地域監督官部門）

長崎税関
TEL：095-828-8655
（保税地域監督官部門）

お問合せ時間
9:00～12:00、13:00～17:00

（土日・祝日を除く）

保税蔵置場等の許可申請に関する問合せ先
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保税蔵置場許可申請書（C-3120）の記載要領 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
「所在地」欄には、許可を受けようとする場所の地番を記載する。ただし、申請者から住居表示を

記載したい旨の申し出があった場合であって、かつ、当該許可を受けようとする場所の特定に支障が
ないと認められるときは、住居表示を記載して差し支えない。 
「営業用、自家用の別」欄には、自家用の場合はその旨を、また、営業用の場合はその旨を記

載する。 
「蔵置場の構造、棟数及び面積」欄には、建物の場合は、構造、棟数及びその延べ面積により

資料２ 



2 
 

記載し、土地の場合は、土地である旨及びその面積を記載し、水面の場合は、水面である旨及び
その面積を記載する。 
なお、構造物が、タンク、パイプの場合には、その水平投影面積を記載する。 
「蔵置する貨物の種類」欄には、蔵置される貨物を以下の区分により記載する。なお、下記⑴か

ら⑶までに規定する区分の場合には、輸入若しくは輸出又は輸出入の区分も加えて記載する（例
えば、輸入一般貨物、輸出危険貨物、輸出入冷凍冷蔵貨物）。 
⑴ 一般貨物 

下記⑵から⑸までに掲げる貨物以外の貨物 
⑵ 危険貨物 

下記イからホまでに掲げる法令の規定により、取扱い、保管等について届出、許可等の手続を
要する貨物 
イ 消防法（昭和 23年法律第 186号） 
ロ 火薬類取締法（昭和 25年法律第 149号） 
ハ 毒物及び劇物取締法（昭和 25年法律第 303号） 
ニ 高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204号） 
ホ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42年法律第 149号） 

⑶ 冷凍冷蔵貨物 
冷凍設備又は冷蔵設備を有する倉庫に蔵置される貨物 

⑷ 通販貨物 
インターネット等を通じて通信販売により購入された後、販売者等により外国から日本国内に
宛てて発送された輸入貨物（関税法施行令第 59条第１項第６号に該当する貨物） 

⑸ その他特殊貨物 
船用品、機用品、仮陸揚貨物及び保税売店において販売する貨物等、一般輸出入通関手

続を要しない貨物については、これらの区分により記載する。なお、これらの区分に該当する場合
であって、上記⑵及び⑶に該当する場合には、これらの区分に加え括弧書きで上記⑵及び⑶の
区分を記載する。 

 ※ 税関関係手数料令第２条第１項ただし書に規定する関税定率法別表又は関税暫定措   
置法別表第１の税率が無税（関税定率法第 12 条の規定による関税の免除を含む。）に
該当する同一品目の貨物のみを蔵置する場合及び関税定率法別表第 44.03 項から第
44.13 項までに掲げる木材のみを蔵置する水面の場合については、上記⑴から⑸までの区分
に加え括弧書きで貨物の品名を記載する。 

 
＜添付書類＞ 
申請書には、関税法基本通達 42－８に規定する書類を添付する。 
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人

その他の主要な従業者を含む。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、CSV形式
の電磁的記録を電子メールその他適宜の方法により提出するものとする。 
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社内管理規定（CP=Compliance-Program）のひな型 
 
※ このひな型はあくまで一例であり、具体的な記載内容については、申請内容や状況に応じて異

なりますので、各税関とのヒアリングにおいてご相談ください。 
※ 通販貨物を蔵置する保税蔵置場については、関税法基本通達 42－18 に規定する項目も

記載してください。 
 

●●社 社内管理規定 

 

第１章 総   則 

 

（基本方針） 

第１条 国際交易の一翼を担う当社は、適正・円滑な輸出入貿易に資する観点から、関税法及び

その関連法規を誠実に遵守することを会社の基本方針とする。 

 

（目的） 

第２条 この規定は、当社が管理運営する保税地域における貨物管理及び関税法その他関係法

令に規定する税関手続が、適正かつ円滑に行われるよう確保することを目的とする。 

 

第２章 社内管理責任体制 

 

（社内管理責任体制） 

第３条 保税業務全般に関する責任・管理体制等について業務の適正な運営を図るため、下記の

責任者を置く。（注：被許可者の従業員をもって充てる。後記第 18 条（評価・監査）の内部監査

人も同様） 

（１）総合責任者 

（２）貨物管理責任者 

（３）顧客（荷主）責任者 

（４）委託関係責任者 

※必要に応じ、別紙として組織図等を添付することができる。 

 

（総合責任者） 

第４条 総合責任者は、当社が管理運営する保税地域における貨物管理及びこれに関連する業

務全般について総合的に管理、監督し、責任をもってこれらの業務を遂行する。 

 

（貨物管理責任者） 

第５条 貨物管理責任者は、保税地域を管理運営する者の基本的作業である貨物の搬出入に係

資料３ 
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わる確実な記帳のほか、搬入、蔵置、取扱い、搬出の各段階での貨物の数量、態様等の把握に

ついて担当者を指揮監督し、責任をもってこれらの業務を遂行する。 

 

（顧客（荷主）責任者） 

第６条 顧客（荷主）責任者は、当社が管理運営する保税地域を利用する顧客（荷主）について、

その資質や経営状況等を把握し、責任をもってこれらの業務を遂行する。 

 

（委託関係責任者） 

第７条 委託関係責任者は、業務委託企業従業員の資質を把握し、その委託業務が適切に行わ

れるよう指揮監督体制を明確にし、責任をもってこれらの業務を遂行する。 

 

第３章 貨物管理手続体制 

 

(貨物管理手続) 

第８条 各担当者は、当社が管理運営する保税地域に貨物を搬入、蔵置、取扱い、搬出する各段

階における貨物管理手続について、次の各条に定める手続きを厳守するものとする。 

※社内システムや NACCS を利用している保税地域については、当該システムに係る事務処理手

続を含む。 

※必要に応じ、別紙として業務手順書等を添付することができる。 

 

（搬出入管理） 

第９条 輸入貨物の搬入に当たっては、次の各号に定める事務を行う。 

（１） 搬入される外国貨物と船卸票、若しくはこれに代わる書類又は保税運送承認書写し（以下

「搬入関係書類」という。）を対査して、貨物の記号、番号、品名、数量及びコンテナシール番号

等の異常の有無の確認を行う。 

（２） 外国貨物の搬入が終了した時は、搬入関係書類に貨物の到着年月日、搬入の開始及び終

了の年月日を記載するとともに、当該貨物に数量の過不足又は損傷があった時はその内容を

注記する。 

（３） 上記（２）の処理を行った搬入関係書類に基づき、保税台帳に必要事項を記載し、その搬入

関係書類をその写しとともに一定の期間分（一週間程度）を取りまとめて、管轄税関の保税担当

職員に提出する。 

（４） 搬入された貨物について次に掲げる事実を確認し又はその疑いがあると認めた時は、直ち

にその内容を貨物管理責任者に報告する。貨物管理責任者はその内容を速やかに管轄税関

の保税担当部門へ連絡する。 

ｲ 上記（１）～（２）で対査した書類に記載された品名との相違、数量との過不足、重大な

損傷又はこれに準じる異常。  
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ﾛ 搬入貨物内に、麻薬、覚醒剤又は銃砲刀剣類等の存在。 

２ 輸出しようとする貨物（以下この項において「輸出未通関貨物」という。）又は輸出若しくは積戻

しの許可を受けた貨物（以下「輸出許可済貨物」という｡）の搬入については、その貨物と搬入関

係伝票等とを対査して、貨物の記号、番号、品名及び数量等の異常の有無を確認した上で、保

税台帳に必要事項を記載する。 

 

３ 輸入貨物の搬出に当たっては、次の各号に定める事務を行う。 

（１） 貨物を搬出する場合は、荷主、通関業者、運送業者等貨物を搬出しようとする者から、当該

搬出貨物に係る許可書又は承認書（以下「搬出関係書類」という。）をあらかじめ提示させ、それ

らの搬出関係書類と当該貨物の記号、番号、品名及び数量等の異常の有無を確認の上、これ

らの搬出関係書類に確認印を押印し、貨物の搬出を認める。搬出確認を終了したときは、必要

事項を保税台帳に記載する。 

（２） 提示された書類の内容に不審な点を発見したとき、又は提示された書類と当該搬出しようと

する貨物の相違を発見したときは、直ちにその内容を貨物管理責任者に報告する。貨物管理責

任者はその内容を速やかに管轄税関の保税担当部門へ連絡する。 

 

４ 輸出許可済貨物の搬出に当たっては、次の各号に定める事務を行う。 

（１） 輸出許可済貨物を搬出する場合は、荷主又は通関業者から当該搬出しようとする貨物に係

る輸出（積戻し）許可書をあらかじめ提示させ、それらの書類と当該貨物の記号、番号、品名及

び数量等の異常の有無を確認の上、貨物の搬出を認める。搬出確認を終了したときは、必要事

項を保税台帳に記載する。 

（２） 提示された輸出（積戻し）許可書の内容に不審な点を発見したとき、又は提示された輸出（積

戻し）許可書と当該搬出しようとする貨物との相違を発見したときは、直ちにその内容を貨物管

理責任者に報告する。貨物管理責任者はその内容を速やかに管轄税関の保税担当部門へ連

絡する。 

 

（蔵置管理） 

第 10 条 外国貨物（輸入許可前の貨物及び輸出の許可を受けた貨物をいう。以下同じ）又は輸出

しようとする貨物については、純粋の内国貨物と混合することのないように区分し、その貨物の積

載船名、品名、個数、数量及び搬入した年月日、その他必要な事項についての表示した上、区

分して蔵置する。在庫管理にあっては、保税台帳上の在庫数量と実際の在庫数量の対査確認

を行うとともに、長期蔵置貨物の確認も併せて実施し、在庫数量の相違、長期蔵置貨物を確認

したときは、直ちにその内容を貨物管理責任者に報告する。 

 

２ 危険物（消防法別表に掲げる発火性又は引火性のある貨物）又は他の貨物を損傷し、若しくは

腐敗させるおそれのある貨物については、更に一般貨物と区分して蔵置する。 
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３ 貴重品その他盗難等のおそれの多い貨物については、特別の保管施設を設けてその施設内

に蔵置する。 

 

（貨物取扱管理） 

第 11 条 外国貨物又は輸出しようとする貨物について、「内容の点検」「改装」「仕分け」「その他の

手入れ」を行うに当たっては、次の手続による。 

（１） 荷主自ら又は荷主立会いの下で行う取扱いについては、貨物管理責任者を通じてあらかじ

め管轄税関の保税担当部門に連絡する。 

（２） 取扱いの年月日、内容等について保税台帳に記載する。 

（３） 取扱いは担当者自ら又は担当者立会いの下で行う。 

（４） 取扱いの際に、次の事実を確認し又はその疑いがあると認めたときは、直ちに貨物管理責任

者に報告する。貨物管理責任者はその内容を速やかに管轄税関の保税担当部門に連絡する。 

ｲ 搬入関係書類に記載された品名との相違、数量との過不足、重大な損傷又はこれに

準ずる異常。 

ﾛ 貨物内に、麻薬、覚醒剤又は銃砲刀剣類等の存在。 

ﾊ その他事故貨物。 

（５） 取扱いが終了したときは、取扱いの内容、月日等を（作業日報等）記録（取扱いの結果、貨物

の記号、番号又は数量に変更があった場合は、その記録も併せて作成）し、保税台帳に記載の

後保管する。  

（６） 関税法第 69 条の２第１項各号（輸出してはならない貨物）及び関税法第 69 条の 11 第１項各

号（輸入してはならない貨物）に掲げる貨物並びに荷主等が取扱いを行う貨物等、税関から通

報要請のあった貨物の取扱いについては、必ず税関へ通報した上で行う。 

 

２ 外国貨物又は輸出しようとする貨物について、「見本の展示」「簡単な加工」その他これらに類

する行為を行うに当たっては、次の手続による。 

（１） 管轄税関の保税担当部門に「貨物取扱許可申請書」を提出し、取扱いの許可を受ける。 

（２） 上記（１）の手続を荷主等が行う場合は、その許可書を確認する。 

（３） 本取扱いは「貨物取扱許可書」に基づき担当者自ら又は担当者の立会いの下で行う。 

（４） 取扱貨物の異常については前項（４）による。 

（５） 取扱いが終了したときは「貨物取扱許可書」に基づき貨物を確認の上、管轄税関の保税担当

部門に連絡し、確認を受ける。 

（６） 「貨物取扱許可書」に基づき必要事項を保税台帳に記載する。 

 

３ 輸出貨物及び輸入貨物の税関検査のための搬出入手続は次による。 

（１） 輸出入貨物の見本確認、一部指定検査又は全部検査が税関検査場で行われる場合は、  
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検査指定票「運搬用」及び「倉主用等」が提出されるので、これに所要の事項を記入し「倉主用

等」は検査貨物を搬出する際の控えとして整理保管し、「運搬用」は検査貨物の蔵置場所と税関

検査場等の間の運搬の確認に使用されるため返却する。 

（２） 検査貨物が税関検査場等から蔵置場所に戻された時は、「運搬用」が再提出されるので、

「倉主用等」と照合の上、整理保管する。 

 

４ 見本の一時持ち出しの場合の手続は次による。 

蔵置中の外国貨物を見本として一時持ち出す場合は、荷主又は通関業者に対して「見本持

出許可書」の提出を求め、許可書の内容と当該貨物を対査確認の上搬出を認め、必要事項を

保税台帳に記載する。 

 

５ 公務員による見本採取の場合の手続は次による。 

（１） 税関職員が見本採取する場合は「検査指定票」を、その他の公務員が見本採取する場合は、

税関の確認印のある「見本採取票」を確認する。 

（２） 保税台帳の記載に代えて、見本採取票の写しを保管する。 

 

６ 外国貨物（輸出許可済み貨物を除く）を廃棄する場合の手続は次による。 

（１） 蔵置中の外国貨物の廃棄は、当該貨物と税関の受理印のある「外国貨物廃棄届」を対査確

認し廃棄する。 

（２） 保税台帳に廃棄した貨物の品名等、必要事項を記載する。 

 

７ 外国貨物（輸出許可済み貨物を除く）を滅却する場合の手続きは次による。 

（１） 外国貨物の滅却は、当該貨物と「滅却承認書」を対査確認し搬出（滅却）を認める。 

（２） 保税台帳に搬出（滅却）した貨物の品名等、必要事項を記載する。 

 

（顧客（荷主）管理） 

第 12 条 各担当者（営業担当者を含む）は、顧客（荷主）の資質、経営状態等について把握すると

ともに、寄託、検品、取扱いその他要望等で不審な点を認めた時は、速やかに顧客（荷主）責任

者に報告する。顧客（荷主）責任者は、当社が管理運営する保税地域における貨物について無

用の事故を防止し、健全な保税地域の運営を図る観点から、貨物管理上必要な顧客（荷主）の状

況を貨物管理責任者に伝達する。 

 

（記帳・記録） 

第 13 条  

（１） 本社内管理規定における、保税台帳の概要は、次のとおりとする。 

ｲ ▲▲▲保税蔵置場（XXXVV） 
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▲▲▲営業所に備え付けたマニュアル保税台帳 

ﾛ ◆◆◆保税蔵置場（XXXXX） 

◆◆◆営業所に設置された電子計算機システムに保存する保税台帳   

保存開始日：20yy 年 mm 月 dd 日 

ﾊ ■■■保税蔵置場（XXXYY） 

NACCS から配信され、社内サーバー上の所定のフォルダに保存した民間管理資料 

保存開始日：20yy 年 mm 月 dd 日 

ﾆ ●●●保税蔵置場（XXXZZ） 

 海上貨物にあっては NACCS から配信され、○○社の提供する「△△サービス」に

保存した民間管理資料 

 保存開始日：20yy 年 mm 月 dd 日 

 航空貨物にあっては、●●●営業所に備え付けたマニュアル保税台帳 

※XXXVV、XXXXX、XXXYY、XXXZZ は各保税蔵置場の保税地域コード。 

※必要に応じ、保税地域コードごと、取り扱う貨物の種類ごと、NACCS から配信される民間管理資

料等ごとに一覧等を作成し、別紙として、添付することができる。 

（２） 搬出入、取扱い等記帳義務が発生した時は、船卸票等証拠書類と対査確認を行い、迅速か

つ正確に保税台帳に記載を行った後、証拠書類（又はその写し）、伝票、台帳等必要書類を適

切に保管する。 

 

第４章 貨物保全体制 

 

（外国貨物の保全措置） 

第 14条 当社が管理運営する保税地域における貨物の亡失等を防止し、外国貨物の適切な保全

を図るため、必要に応じて、保税地域への人又は貨物の出入りをチェックするほか、常時又は定

期的に巡回警備等を行う。また、蔵置貨物の種類の変更、貨物取扱量の増減、貨物の収容能力

の増減又は周辺状況の変化等に応じ、外国貨物の適切な保全を図るため、必要な措置を行う。 

 

第５章 税関への通報体制 

 

（報告） 

第 15 条 全ての従業員は、職務を通じて発見し、あるいは入手した貨物管理上必要な内容を直ち

に貨物管理責任者に報告する。ただし、顧客（荷主）に関する内容については、顧客（荷主）責任

者に報告する。 

※必要に応じ、別紙として、貨物管理責任者等への報告が必要な事項をまとめ、添付することがで

きる。 
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（税関への通報） 

第 16 条 貨物管理責任者は、貨物管理上必要な内容を把握したときは、直ちに貨物保全上必要

な措置を講じるとともに、速やかに管轄税関の保税担当部門に通報する。 

※必要に応じ、別紙として、税関に通報が必要な事項をまとめ、添付することができる。 

 

第６章  雑   則 

 

（教育訓練） 

第 17 条 総合責任者は、関連部門の協力を得て、全ての役員及び従業員（業務受託企業役員及

び従業員を含む。）が、社内管理規定の方針及び手続を理解し、関係法令、税関周知事項の徹

底、社内管理規定における各人の職務を明確に把握するための教育、訓練を行う。 

 

（評価・監査） 

第 18 条 社内管理規定の諸手続が厳格に遵守されかつ実施されていることを確認するため、内

部監査人による定期的評価・監査制度を制定し、社内管理規定の実効性の評価、改善のための

勧告を行う。なお、内部監査人による評価・監査は、原則として毎年実施し、当該評価・監査の都

度、その結果を税関に提出する。 

 

（留意事項） 

第 19 条 この規定及び関係法令に違反した場合、就業規則に基づき処分を行う。 

 

付則  この規定は、令和  年  月  日から実施する。 
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